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最恵国 日 本 中 国 韓 国 ASEAN インド
タ
イ
ガソリンエンジン搭載乗用車（1.0l未満） 80％ 80％ 80％ 80％ 0％ 80％
ガソリンエンジン搭載乗用車（1.0～1.5l） 80％ 0％ 80％ 0％ 0％ 80％
ガソリンエンジン搭載乗用車（1.5～3.0l） 80％ 80％ 80％ 80％ 0％ 80％
ガソリンエンジン搭載乗用車（3.0l以上） 80％ 60％ 80％ 80％ 0％ 80％
ガソリンエンジン搭載貨物車（5t未満） 40％ 14.55％ 0％ 40％ 0％ 40％
ガソリンエンジン搭載貨物車（5t以上） 40％ 27.27％ 0％ 0％ 0％ 40％
ディーゼルエンジン搭載乗用車（1.5l未満） 80％ 80％ 80％ 0％ 0％ 80％
ディーゼルエンジン搭載乗用車（1.5～2.5l） 80％ 80％ 80％ 80％ 0％ 80％
ディーゼルエンジン搭載乗用車（2.5l以上） 80％ 60％ 80％ 80％ 0％ 80％
ディーゼルエンジン搭載貨物車（5t未満） 40％ 14.55％ 0％ 40％ 0％ 40％







ガソリンエンジン搭載乗用車（1.5l未満） 40％ 20％ 40％ 40％ 0％ 20％
ガソリンエンジン搭載乗用車（1.5～3.0l） 40％ 20％ 40％ 40％ 0％ 40％
ガソリンエンジン搭載乗用車（3.0l以上，セダン・SW） 40％ 0％ 40％ 0％ 0％ 40％
ガソリンエンジン搭載乗用車（3.0l以上，セダン・SW 以外） 40％ 0％ 40％ 0％ 0％ 20％
ガソリンエンジン搭載貨物車（5t未満） 40％ 20％ 40％ 20％ 0％ 16％
ガソリンエンジン搭載貨物車（5～6t） 40％ 20％ 40％ 20％ 0％ 16％
ディーゼルエンジン搭載乗用車（1.5l未満） 40％ 20％ 40％ 40％ 0％ 40％
ディーゼルエンジン搭載乗用車（1.5～2.5l） 40％ 20％ 40％ 20％ 0％ 40％
ディーゼルエンジン搭載乗用車（2.5l以上） 40％ 16％ 40％ 20％ 0％ 40％
ディーゼルエンジン搭載貨物車（5～24t） 40％ 20％ 40％ 20％ 0％ 16％






ガソリンエンジン搭載乗用車（1.0l未満） 30％ 10％ 30％ 30％ 0％ 30％
ガソリンエンジン搭載乗用車（1.0～1.5l） 30％ 10％ 30％ 30％ 0％ 30％
ガソリンエンジン搭載乗用車（1.5～1.8l） 30％ 5％ 30％ 30％ 0％ 30％
ガソリンエンジン搭載乗用車（1.8～2.0l） 30％ 5％ 30％ 30％ 0％ 30％
ガソリンエンジン搭載乗用車（2.0～2.5l） 30％ 0％ 30％ 30％ 0％ 30％
ガソリンエンジン搭載乗用車（2.5～3.0l） 30％ 0％ 30％ 30％ 0％ 30％
ガソリンエンジン搭載乗用車（3.0l以上） 30％ 0％ 30％ 30％ 0％ 30％
ガソリンエンジン搭載貨物車（5t未満） 30％ 5％ 20％ 30％ 0％ 30％
ガソリンエンジン搭載貨物車（5t以上） 30％ 5％ 20％ 30％ 0％ 30％
ディーゼルエンジン搭載乗用車 30％ 5％ 30％ 30％ 0％ 30％
ディーゼルエンジン搭載貨物車（5t未満） 30％ 5％ 20％ 30％ 0％ 15％
ディーゼルエンジン搭載貨物車（5～20t） 30％ 5％ 20％ 30％ 0％ 30％






ガソリンエンジン搭載乗用車（1.0l未満） 30％ 20％ 30％ 30％ 0％ 30％
ガソリンエンジン搭載乗用車（1.0～1.5l） 30％ 20％ 30％ 30％ 0％ 30％
ガソリンエンジン搭載乗用車（1.5～3.0l） 30％ 20％ 30％ 30％ 0％ 30％
ガソリンエンジン搭載乗用車（3.0l以上） 30％ 0％ 30％ 30％ 0％ 30％
ガソリンエンジン搭載貨物車（6t未満） 3～30％ 0％ 3～30％ 3～30％ 0％ 3～30％
ガソリンエンジン搭載貨物車（6t以上） 3～20％ 0％ 3～20％ 3～20％ 0％ 3～20％
ディーゼルエンジン搭載乗用車（1.0l未満） 30％ 20％ 30％ 30％ 0％ 30％
ディーゼルエンジン搭載乗用車（1.0～1.5l） 30％ 20％ 30％ 30％ 0％ 30％
ディーゼルエンジン搭載乗用車（1.5～3.0l） 30％ 20％ 30％ 30％ 0％ 30％
ディーゼルエンジン搭載乗用車（3.0l以上） 30％ 0％ 30％ 30％ 0％ 30％
ディーゼルエンジン搭載貨物車（6t未満） 3～30％ 0％ 3～30％ 3～30％ 0％ 3～30％


















































































































2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012























































































































































































1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年
タイ 5.90－1.37－10.51 4.45 4.75 2.17 5.32 7.13 6.32 4.64 5.09 5.04
マレーシア 10.00 7.32－7.36 6.14 8.68 0.52 5.39 5.79 6.78 4.98 5.59 6.30
インドネシア 7.82 4.70－13.13 0.79 4.20 3.64 4.50 4.78 5.03 5.69 5.50 6.35
フィリピン 5.85 5.19－0.58 3.08 4.41 2.89 3.65 4.97 6.70 4.78 5.24 6.62
2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
タイ 2.48－2.33 7.81 0.08 6.49 3.11 5.25 5.01 4.41 4.68 4.68
マレーシア 4.83－1.51 7.43 5.13 5.64 4.70 4.90 5.20 5.20 5.20 5.20
インドネシア 6.01 4.63 6.22 6.49 6.23 5.30 5.50 6.00 6.00 6.00 6.00
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LUX
LowerLUX
中型（D）
小型（C）
コンパクト（B）
ミニ（A）
されている車種であり，トヨタのViosはフィリピンにおいて現地生産を行っているものの，そ
の他の多くは，国外からの輸入車である。この点も，フィリピン自動車市場において，現地生産
車に影響を与えているものと考えられる。
5．まとめにかえて
ここまでみてきたように，ASEANにおける日系自動車メーカーの優位の要因の1つには，閉
ざされた市場の中で，ユニークな車種などに代表される優遇制度にうまく対応してきたところに
あると考えられる。しかしながら，昨今の自由化の流れの中で，その枠組みの中での優位の構造
に変化が見え始めている。フィリピンは，域内においてタイやインドネシアから無税での完成車
輸入が進んだことによって，フィリピン国内での生産が低迷し，さらに，域外とのFTA/EPA
の締結によって，さらに輸入が進みやすい環境が構築されている。結果としてASEANにおけ
る自動車産業としては比較的長い歴史を持ちながら，競争劣位の状況に陥っている。
他方で，フィリピン経済は成長過程にあり，自動車市場自体も今後，拡大するものと考えられ
ている。前述のように，IMFによる経済成長予測においても，フィリピンがASEAN4の他の3
か国と比較して圧倒的に低いというわけではなく，2013年や2014年の成長率予測では，最も高
い数字を示している。また，人口についてもインドネシアに次いで多く，およそ1億人の人口は，
市場としても魅力的なものである。にもかかわらず，フィリピン市場における自動車生産の低迷
は，自動車産業政策や貿易自由化の進展によるところが大きいものと考えられる。このことは，
成長が期待されるフィリピン自動車市場における対応にも表れている。Fourinによれば，今後
のフィリピン自動車市場の拡大への対応として，すでに現地生産を行っている日系を中心とした
メーカーは現地生産能力の拡大で対応するものの，Fordのようにフィリピンでの生産から撤退
しているメーカーも存在する（13）。このように，フィリピン市場の拡大への対応についても，自
由貿易協定の枠組みを利用して完成車を供給するケースが今後も多くなるものと考えられる。
この状況で注目される先行ケースとして考えられるのが，オーストラリアである。オーストラ
リアは，ASEANとのFTA/EPAを利用した完成車の輸入が増大しており，人件費の高騰など
も加わり，オーストラリア国内で生産を最後まで行っていたトヨタが2017年に撤退することで，
国内から自動車生産メーカーがなくなるという状況になっている。オーストラリアも，フィリピ
ンと同じように1tピックアップ・トラックや乗用車が輸入によって賄われており，その主要な
輸入相手先の1つにタイがあるという状況になっている。つまり，フィリピンにおける貿易自由
化の状況がこのまま進展すれば，オーストラリアと同じ状況に直面する可能性が考えられる。そ
れでも，日系メーカーの優位が輸入車においても依然として維持できていれば，フィリピンでの
生産が縮小されたとしても，メーカーにとっては問題ないかもしれない。しかし，自由化の進展
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と連動するような形で韓国車のシェアが拡大している状況は，注目しておく必要があろう。現在
のところ，フィリピンの輸入車において最も恩恵を受けているのも日本車である。前述のように，
フィリピンにおいては，ASEAN域内からの完成車輸入は無関税となっており，日本・フィリピ
ン経済連携協定から，日本からの輸入車についても，韓国や中国よりも低い関税率を受けている。
しかし，今後は中国や韓国，インドについても，段階的に輸入関税が引き下げられることが予定
されており，韓国やインドからの韓国車輸入が今後，拡大することが予想される。そのような状
況になった時に，依然として日系自動車メーカーの優位が確保できるかについては注意しておく
必要がある。特に，近年急速に販売を拡大させているコンパクト・カーセグメントでは，日米欧
韓の主要メーカーが販売を行っていることから，さらなる競争の激化が予想される。
フィリピンの自動車産業の今後を考える際に，最も重視しなければならないのは，フィリピン
の新しい自動車産業政策がどのようなものになるかという点である。執筆時点では，2022年ま
でに50万台の自動車市場に拡大させることと，その内の35万台は国内生産車でまかなうという
ものである。35万台の国内生産を確保するためにどのような政策を行うのかについては，執筆
段階では明らかになっていない。フィリピンの新しい自動車産業政策が，タイやインドネシアで
行われたように，国内で特定の車種の生産を行うことで，インセンティブを与えるものになると
も考えられるが，その後，どのような車種に恩典を与えるのかについても不透明である。他方で，
近年の貿易自由化の流れに逆行するような政策は困難であることから，どのような条件を付けて
国内生産を行わせるのかについても難しい課題となる。さらに，自動車産業集積の弱いフィリピ
ンでの部品調達はどのような形になるのかも注目される。自由貿易の枠組みを利用した域内輸入
に依存することになれば，フィリピンにおける自動車産業の集積が，困難なものになる可能性が
ある。いずれにせよ，貿易自由化が進展し続けるならば，フィリピンにおける日系自動車メーカー
の現在のような圧倒的優位は維持できないものと考えられる。今後は，フィリピン市場を
ASEANやアジアの自由貿易の枠組みからどのようにとらえるか，さらには，フィリピンの新し
い自動車産業政策にどのように対応していくのかが，今後のフィリピン自動車産業の方向性を大
きく左右するものであり，その中で，日系自動車メーカーがいかにして優位を維持できるのかが
今後の注目点となろう。
（1） この間のフィリピン自動車産業の歴史については，アジア経済研究所（1980），124125頁。ただ
し，1916年はフィリピンがアメリカから自治を認められた年であり，アメリカからの独立（1934年）
より前のことである。このことから，統計としてデータに表れた年が1916年であって，アメリカ植
民地であったそれ以前から完成車輸入が行われていた可能性は否定できない。
（2） アジア経済研究所（1980），125頁，足立・小野・尾高（1980），52頁，および野村（2007），61頁。
なお，PCMPの邦訳には出典によって「斬進的乗用車生産計画」や「段階的乗用車製造計画」など
自由化がフィリピン自動車産業に与えた影響に関する考察34
注
の違いがあるが，本稿では，アジア経済研究所（1980）に倣った。
（3） アジア経済研究所（1980），125頁。なお，前記5社にユニバーサルとルノー合わせて7社が応募
し，上記5社がBOI（BoardofInvestment：投資委員会）から推薦されている。
（4） 野村（2007），61頁。フォルクスワーゲンは，1982年にフィリピンから撤退している。
（5） ここでの「みなし中古車台数」は，登録台数－販売台数とし，「みなし輸入車台数」は販売台数－
生産台数とした。
（6） ASEAN域内自動車部品補完体制におけるフィリピンの地位低下については，一連の拙稿を参照さ
れたい。さしあたり，小林（2002），小林（2009）。
（7） アジア経済研究所（1980），127128頁。
（8） 足立・小野・尾高（1980），57頁。
（9） 前述のように，フィリピンにおいて完成車の輸入台数を示す統計を見つけることはできなかった。
そのため，フィリピンの貿易統計から第87分類の完成車に関する部分をピックアップし，その輸入
金額に占める割合から図表を作成した。台数ベースではないことから，高級品などの取り扱いから台
数ベースとは異なる傾向となる可能性が考えられるが，そのまま利用した。
（10） ここで取り上げる自動車部品品目名については，小林（2013），17頁を参照されたい。
（11） Fourin「アジア自動車調査月報」2013年6月号，25頁を参照。
（12） 日本自動車工業会（2002）「JAMAGAZINE」，16頁。
（13） Fourin「アジア自動車調査月報」，2013年9月号，28頁。
アイアールシー（2013）『世界自動車産業の生産・販売台数予測調査2013年版』，株式会社アイアールシー。
アジア経済研究所（1980）『発展途上国の自動車産業』，アジア経済研究所。
足立文彦・小野桂之介・尾高煌之助（1980）「経済開発過程における国産化計画の意義と役割 アジア
諸国自動車産業の事例を中心として」，『経済研究』第31巻1号，5171頁。
伊丹敬之・加護野忠男・小林孝雄・榊原清則・伊藤元重（1988）『競争と革新 自動車産業の企業成長』，
東洋経済新報社。
尾高煌之助（1983）「自動車部品工業の発展と停滞 日本と東南アジア諸国の経験をめぐって 」，
『経済研究』第34巻4号，337359頁。
折橋伸哉（2008）『海外拠点の創発的事業展開 トヨタのオーストラリア，タイ，トルコの事例研究』，
白桃書房。
加茂紀子子（2006）『東アジアと日本の自動車産業』，唯学書房。
川邉信雄（2011）『タイトヨタの経営史』，有斐閣。
機械振興協会経済研究所（2001）『日本の自動車産業の対東南アジア戦略における現状と課題』，財団法人
機械振興協会経済研究所。
機械振興協会経済研究所（2005）『東アジア日系製造業の競争優位戦略の現状と課題』，財団法人機械振興
協会経済研究所。
北原淳・西口清勝・藤田和子・米倉昭夫（2000）『東南アジアの経済』，世界思想社。
小林哲也（2002）「東アジア自動車部品補完体制構築に向けた考察」，『産業学会研究年報』第18巻，87
96頁
小林哲也（2007）「貿易統計から見たアセアン4 自動車部品補完体制とグローバル供給拠点化の現状」，
『産業学会研究年報』第22巻，7988頁。
小林哲也（2009）「ASEAN自動車部品域内貿易の現状」，『城西経済学会誌』第35巻，2133頁。
小林哲也（2013）「貿易統計から見た日・タイ自動車部品分業に関する考察」，『城西大学大学院研究年報』
第26号，117頁。
自由化がフィリピン自動車産業に与えた影響に関する考察 35
参考文献
小宮隆太郎・奥野正寛・鈴村興太郎（1984）『日本の産業政策』，東京大学出版会。
田中武憲（2008）『トヨタ生産システムのグローバル「現地化」戦略』，名城大学地域産業集積研究所。
デトロイトトーマツコンサルティング自動車セクター東南アジアチーム（2013）『自動車産業ASEAN攻
略』，日経BP社。
トヨタ自動車株式会社（2012）「アニュアルレポート2012」
日本自動車工業会「JAMAGAZINE」，2002年1月号。
福島光丘（1990）『フィリピンの工業化 再建への模索』，アジア経済研究所。
Fourin（1998）『東南アジア・台湾・豪州の自動車部品産業』，株式会社フォーイン。
Fourin（2000）『2000アセアン・台湾自動車部品産業』，株式会社フォーイン。
Fourin（2004）『アジア自動車産業2004/2005』，株式会社フォーイン。
Fourin（2008）『アジア自動車産業2008』，株式会社フォーイン。
Fourin（2011）『アジア自動車産業2011』，株式会社フォーイン。
Fourin「アジア自動車調査月報」
野村俊郎（2007）「フィリピンの自動車産業とIMV」，『研究年報』第39号，5776頁。
名城大学地域産業集積研究所（2006）『トヨタおよびトヨタ・グループ企業の在ASEAN事業体に関する
調査報告書』，名城大学。
山崎修嗣（2003）『戦後日本の自動車産業政策』，法律文化社。
自由化がフィリピン自動車産業に与えた影響に関する考察36
